
TISインテックグループの
価値創造プロセスを支える基盤

（ESGセクション）

　当社グループの企業価値向上を支える基盤となるのが、当社グループを取り巻くステークホルダーとのコ
ミュニケーションです。また社会インフラである情報システム事業を社会と調和しながら安定的に推進する
ためには、環境への配慮、また品質管理や研究開発への取組みも不可欠です。そして、当社グループの事業
活動を支える最も重要な基盤として、コーポレートガバナンスおよび内部統制の強化に努めています。

ステークホルダーとのコミュニケーション

　当社グループは、お客様、従業員、株主・投資家、ビジネスパートナーをはじめとするステークホルダーの皆様と
のコミュニケーションを通じて信頼関係を構築し、企業価値の向上に努めてまいります。

お客様

従業員

株主・投資家

地域・社会

ビジネスパートナー

TISインテックグループ
● 社内報、グループ報

● イントラネット

● 社員交流会、意見交換会

● 子供参観日

● 社長キャラバン　等

● 問い合わせ窓口（コールセンター、Web、代表電話）

● お客様向けセミナー、フェア、フォーラム

● 広報誌・技術情報誌の発行

● 顧客満足度調査

● 定例ミーティング　等

● 地域イベントへの参加

● NGO/NPOへの社会貢献活動における協働、協賛

● チャリティーコンサート

● Webサイトからの意見投稿

● 関係省庁や業界団体への対応　等

● 方針（ガイドライン）説明会

● 商談機会（案件情報）の提供

● 技術者育成支援（教育支援／セミナー）

● 賀詞交歓会、親睦会

● アンケート・意見交換会　等

● 株主総会

● 決算説明会

● 取材対応、国内外ロードショー、カンファレンス参加

● IRサイトでの情報開示

● 統合報告書

● Business Report（営業のご報告）　等

主なステークホルダーとのコミュニケーションの方法

　当社グループは、経営理念として「ＩＴを通じた様々なサービス提供によりリーディング企業グループにふさわし
い企業市民となり、お客様、社員とその家族、株主などすべてのステークホルダーから評価いただける企業価値
の向上を目指す」ことを定めています。高く新しい目標にチャレンジする活力ある企業カルチャーを醸成し、グ
ループの企業と社員がともに法令等の遵守はもとより高いモラルに基づいた誠実かつ公正な企業活動を実践し、
社会的責任を果たすことを宣言し、ここにグループCSR基本方針を定めます。

グループCSR基本方針

　健全で透明な経営 ＩＴ業界のリーディング企業グループとしての責任を認識し、公正かつ透明で健全な企業活動を行いま
す。またすべてのステークホルダーに対して公正かつ誠実に行動し、積極的に企業情報を開示します。

　最適なサービス提供 グループ力を結集し優れた技術力と品質により、常に最適をお客様に提供し、お客様満足の向上に努
めます。

　人材育成 社員が常に将来をみすえ、高く新しい目標にチャレンジできる環境を提供します。また、成長と自己実
現を果たせる機会と安全で働きやすい環境を提供し、一人ひとりのゆとりや豊かさを実現します。

　法令の遵守 高い企業モラルを堅持し、法令・社会規範およびその精神を遵守します。また、反社会的な勢力と
は一切、関わりをもちません。

　公正取引 公正で自由な競争のもとに適正な取引を行います。

　環境保全
環境問題への配慮は人類共通の重要課題であることを認識し、自らの企業活動における省資源・省
エネルギー化を推進するとともに、サービス提供を通して、お客様の経営の効率化・省エネルギー
化を支援し、環境負荷の低減に貢献します。

　社会貢献 ＩＴ業界のリーディング企業グループにふさわしい企業市民として、積極的に社会貢献活動を行い
ます。

　国際貢献 国際的な事業活動においては国際ルールや現地の法律の遵守はもとより、各国の文化・慣習を尊重
し、経済・社会の発展に貢献します。

当社グループは、グループCSR基本方針に基づいて、以下の観点で諸施策の検討・推進
を行っています。

組織統治
人権
デュー・ディリジェンス、人権に関する危機的状況、加担の回避、苦情解決、差別および社会的弱者、市民的および政治的権利、経済
的、社会的および文化的権利、労働における基本的原則および権利

労働慣行
雇用および雇用関係、労働条件および社会的保護、社会対話、労働における安全衛生、職場における人材育成および訓練

環境
汚染の予防、持続可能な資源の使用、気候変動緩和および適応、環境保護、生物多様性、および自然生息地の回復

公正な事業慣行
汚職防止、責任ある政治的関与、公正な競争、バリューチェーンにおける社会的責任の推進、財産権の尊重

消費者課題
公正なマーケティング、情報および契約慣行、消費者の安全衛生の保護、持続可能な消費、消費者に対するサービス、支援ならび
に苦情および紛争解決、消費者データ保護およびプライバシー、必要不可欠なサービスへのアクセス、教育および意識向上

コミュニティへの参画およびコミュニティの発展
コミュニティへの参画、教育および文化、雇用創出および技能開発、技術の開発および技術へのアクセス、富および所得の創出、
健康、社会的投資
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当社グループのコーポレートサスティナビリティに関する取組みをご紹介します。
　当社グループは、事業を通じた社会課題の解決による持続的な社会発展への貢献という企業が本来有す
る社会的責任に対する認識をよりいっそう深め、中長期的な企業価値向上を実現するため、コーポレートサ
スティナビリティに関する取組みをよりいっそう強化してまいります。
　この一環として、マテリアリティ（重要課題）を特定し、優先して取り組んでいくテーマを明確化しました。

　2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開
発のための2030アジェンダ」にて記載された2016年か
ら2030年までの国際目標です。持続可能な世界を実現す
るための17のゴール・169のターゲットから構成され、地
球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。
　その達成に向けて企業は重要なパートナーとして、それぞ
れの中核的な事業を通じた貢献が期待されています。

持続可能な開発目標（SDGs）

マテリアリティ特定プロセス

　当社グループはマテリアリティ（重要課題）への取組みを通じて、SDGsの達成に向けて貢献していきます。

マテリアリティとSDGs

トピックス

　TISインテックグループは、国連が提唱する「国連グローバル・コンパクト」に署名し、2018年7月19日付で登
録されました。
　「国連グローバル・コンパクト」定める「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」の4分野にわたる10原則を実践する
ことで、社員一人ひとりが引き続き社会的責任を果たし、持続可能な社会の発展に向けた取組みを推進していき
ます。

ISO26000 対照表については、当社ウェブサイトをご覧ください。 https://www.tis.co.jp/group/csr/iso26000/

　各種ガイドラインや社会的課題
に対し、グループの基本理念や戦
略を踏まえ、どのような取組みを
重視していくべきかという観点で
課題を識別しました。

　ステークホルダーからの期待や
影響度の観点、当社グループらしさ
やグループの成長への寄与の観点
から重要性の評価を行いました。

　課題や重要性評価結果の妥当性
についてステークホルダーとのダ
イアログを通じ、妥当性の検証を
実施しました。

　コーポレートサステナビリティ委
員会、取締役会での審議、決議を
経て、グループのマテリアリティを
特定しました。
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サスティナビリティ

課題の識別 重要性評価と
分類・集約 マテリアリティ特定妥当性の評価
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重要性評価 マテリアリティ

1.	多様な人財が生き生きと活躍する社会を
	 a.	ダイバーシティの推進
	 b.	働き方改革の推進
	 c. 	自己実現を重視した人財開発・育成

2.	イノベーション・共創を通じ、社会に豊かさを
	 d.	人と社会を支える安全で便利な社会基盤の提供
	 e.	ステークホルダー間をつなぎ、共創を促進
	 f.	 環境負荷の低減

3.	高品質なサービスを通じ、社会に安心を
	 g.	継続的な品質向上
	 h.	情報セキュリティ
	 i. 	個人情報保護

4.	コーポレートガバナンスを高め、社会から信頼を
	 j. 	コーポレートガバナンス
	 k. 	コンプライアンス
	 l. 	リスクマネジメント

TISインテックグループにおける重要性

人と社会を支える安全で便利な社会基盤の提供

個人情報保護

情報セキュリティ

継続的な品質向上

ステークホルダー間をつなぎ、共創を促進

働き方改革の推進
環境負荷の低減

自己実現を重視した人財開発・育成

ダイバーシティの推進

コンプライアンス

リスクマネジメント

コーポレートガバナンス

マテリアリティ SDGsとの関係

1.	多様な人財が生き生きと活躍する社会を
	 a.	ダイバーシティの推進
	 b.	働き方改革の推進
	 c. 	自己実現を重視した人財開発・育成

2.	イノベーション・共創を通じ、社会に豊かさを
	 d.	人と社会を支える安全で便利な社会基盤の提供
	 e.	ステークホルダー間をつなぎ、共創を促進
	 f.	 環境負荷の低減

3.	高品質なサービスを通じ、社会に安心を
	 g.	継続的な品質向上
	 h.	情報セキュリティ
	 i. 	個人情報保護

4.	コーポレートガバナンスを高め、社会から信頼を
	 j. 	コーポレートガバナンス
	 k. 	コンプライアンス
	 l. 	リスクマネジメント
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グループビジョン２０２６を見据え、働きがいの高い会社を目指します。

常務執行役員
人事本部長
生宗 潤

人事本部人事企画部
働き方改革推進室長

細谷 悦子

人事本部人事企画部
人事企画部長
小泉 靖彦

人事本部人事企画部 
働き方改革推進室 上級主任

覚野 千春

　TISは社員の働きがい向上を目的に2018年４月に人事本部を新設し、新中期経営計画期間における
「人事本部マニフェスト」を社内に発表しました。人事本部の役割とマニフェスト発表の意義についてご紹介
します。

働き方改革推進室における取組みをお聞かせください。

＜細谷＞社会的に関心が高まっている「働き方改革」について、
TISでは、社員の皆さんが生き生きと働ける環境を整えること
を目標に検討を進めています。グループ事業の拡大とともに他
業種からの中途入社も増え、新卒採用の形態も変化していま
す。多様な人材を受け入れ、活用するためには、ダイバーシティ
の推進が不可欠です。TISは多様な人材がその能力を最大限に
発揮できる職場環境を目指し、働く時間や場所を選べる「働き
方の自由度」を高めると同時に、社員一人ひとりの人生の質を
高め、健康的に長く働くことを目的とした「健康経営」に取り組ん
でいます。
　新中計の3年間では、テレワークの活用や有休取得率などを
掲げ、事業部門ごとにKPIも提示していますが、数字の達成が目
的ではありません。KPIを設定することは、制度を理解し、どの
ように活用するかを、組織や個人で考える契機としてとても有
効です。まずは試してみることから始め、最終的には生産性が上
がりイノベーションがどんどん生まれてくる職場を作っていきた
いと考えています。TISだけでも約5,000人以上の社員がい
ますので、経営トップからの発信はもちろん、説明会や研修など
を通して、ダイバーシティ全般の啓発と浸透を図っています。

＜覚野＞女性の活躍推進に向けて、2015年から産休前の女性
を対象としたガイダンスと本人、上司、人事を交えた三者面談を
行っています。ガイダンスでは復職後の働き方と制度利用につ
いて考える場を作り、女性本人のキャリア意識の醸成を図って
います。一方で面談では女性が出産後のステップアップに関す
るTISでの実情を上司に伝えた上で、会社の制度を活用しなが
ら個々の職場環境をふまえたチームでのサポートや評価のあり
方に関する意識づけをしています。地道な草の根運動ですが、
年間８０件程度のガイダンス・面談を行い、着実に社員の意識変
化を感じています。

＜細谷＞例えばテレワークも、以前は育児や介護など家庭の事
情のある方への支援として開始したわけですが、今はワークラ
イフバランス実現のために社員の誰もが利用できますし、キャ
ンペーンも実施して利用促進を図っています。社員が今までの
働き方を変える気づきのきっかけを作ることが私たちの仕事で
あり、今後は改革が思うように進まない部門には個別の悩みに
寄り添って施策を進めたり、好事例を横展開することも重要だ
と考えています。

事業の構造転換や働き方改革を進める中、評価・処遇・報
酬に関する施策も重要となります。

＜生宗＞サテライト勤務やスーパーフレックス等、目の前にいな
い社員を適正に評価するためには、新たな評価プロセスが必要

となります。働き方改革を推進しながら、社員の働きがいを高め
るために、本当に仕事をした社員にしっかり報いる評価・報酬制
度づくりに取り組んでいます。

＜小泉＞TISが構造転換を進める中、従来のSIビジネスと新たな
サービス型ビジネスを同じ基準で一律に評価することはできま
せん。一方で組織と個人に対する評価は分けて考える必要があ
ります。社員個人においては目標管理がベースとなり、上司との
具体的な目標設定、合意の仕方、途中経過の確認方法などのプ
ロセスを成熟化させていくことがより重要になってきます。

＜生宗＞私も長く事業部門にいましたが、現場の社員にはサー
ビス化など事業の構造転換の方向性について違和感はないで
しょう。むしろ人材育成や環境整備など人事本部が担う役割は
大きいと認識しています。

改めて新中期経営計画期間中において、特に意識される
目標・テーマをお聞かせください。

＜生宗＞“業界トップレベル”の報酬水準を目指し、意欲があり 
”いい仕事”をする人たちが溢れる職場にすることですね。

＜小泉＞社員がキャリア形成を図るべく自己実現をきちんとで
きるようにする基礎固めの３年間として、グループ全体で活躍で
きるようインフラ整備を行うこと、その一つとして人材ポート
フォリオの完成に努めます。

＜細谷＞新中計では外からの多様な人材を受け入れる前に、今
いる社員が幸せに働ける職場を作ることが大切です。介護や家
族の転勤など、やむを得ない事情による離職をゼロにすること。
社員一人ひとりが考えて行動することがきちんと評価され、 
働きがいが向上すること。このような働く基盤を作り上げること
が、その先のグループビジョン2026実現に向け、着実な一歩
になると信じています。

＜覚野＞ダイバーシテイの意識と取組みがグループビジョン
2026で目指す企業像や企業価値の向上につながることを、丁
寧に繰り返し説明する必要性を強く感じています。個人の日々
の取組みが自分のためだけでなく、俯瞰して見るとチーム全体、
さらには会社、グループのためになると気づき、社員自らが考え
て行動するきっかけとなるインプットをしていきます。

＜生宗＞多くの社員からマニフェストに対する期待や要望が届
いていますので、強い意思で施策を実行していきます。

人事本部マニフェスト（2019年3月期）（一部、ダイジェスト）

＜2021年3月期のあるべき姿＞

グループビジョン2026の実現に向け、多様な人材が個々の能力を高め
ることで、グループ全体の企業価値向上が加速されている状態を目指す。

＜人事本部が担う３つの使命＞

１．働きがいの高い会社を目指し、制度面・環境面を早く強く推進します。
２．最適な人材配置を目指すとともに、自己実現が可能な環境を提供します。
３．労務関連コンプライアンスを徹底し、安全で快適な会社を作ります。

＜2020年までに行う施策と方針＞

1.	評価・処遇・報酬に関する施策

①	報酬水準の引き上げ：業界トップレベルを目指した報酬水準に引き上げ
②	働きがい向上視点の評価制度：成果評価型、能力・職務に応じた報酬
③	グループ全体を見据えた人事制度：グループビジョン2026に向けた 

整合性の確保

２．ダイバーシティ、働き方、健康経営に関する施策

①多様な働き方の推進：場所と時間の自由度を高め、イノベーションを 
創出へ

②健康経営への取組み：生活の質を充実させ、活力に溢れた会社に
③多様な人材活躍：性別・国籍・年齢に依らない活躍の場を提供

３．採用・育成・配置に関する施策	

①人材ポートフォリオの定義：最適人材配置に資する人材の見える化
②真に必要な人材の採用：高ポテンシャル・特化人材を確保
③	最適人材配置：戦略的人材配置や計画的ローテーションの実施

人事本部の新設からマニフェスト発表までの経緯をお聞
かせください。

＜生宗＞2018年４月にスタートした新中期経営計画（以下、新
中計）では基本方針の一つに「社員の自己実現重視」を掲げてい
ます。人事本部を新設したのは、社員を大切にし、社員の力を
もって成長する会社であることを表明すると同時に強力に関連
施策を推進するためです。
　
＜小泉＞人事本部が担う３つの使命の一番に“働きがいの高い
会社を目指す”を掲げました。実は２年前から社員意識調査を実
施し、結果があまり良くありませんでした。働きがいの向上が社
員のモチベーションを高め、多様な人材の能力向上、企業価値
の向上につながる好循環サイクルの実現を目指しています。こ
の一環として、社長を最高責任者とした「ダイバーシティ＆健康
経営推進委員会」を設け、人事本部内の働き方改革推進室を中
心に、働き方改革と健康経営に取り組んでいます。（P４１参照）
　２つ目の使命に掲げた“最適な人材配置”については、グルー
プ視点で人材の最適配置を実現する仕組み・制度の整備を行
い、TISインテックグループが最大限のパフォーマンスを発揮す
ることにつなげていきたいと考えています。まずはグループ各
社の人材の特徴や適性を「見える化」する人材ポートフォリオの
策定に着手しています。３つ目の役割である労務コンプライア
ンスは人事部門として基本となる要の役割です。
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トピックス

従業員とともに

社員一人ひとりの能力を最大限に発揮できる環境づくり

　当社グループにとりまして、経営の根幹となる基盤は社員一人ひとりにほかなりません。社員が仕事を通じて社会に貢献すること
を実感し、自らへの誇りとさらなる仕事へのモチベーションにつながる、多様な働き方を可能とする労働環境の整備に努めていま
す。第3次中期経営計画では、グループ共通施策として主に以下の重点施策を推進しました。

　従業員が最大限に能力を発揮し、安心して働き続けることができる環境を提供するため、様々な取組みを推進して
います。

	 重点施策	 内容

女性職員活躍促進	 ｢女性活躍推進法」など国家施策への対応と、雇用面でのダイバーシティ促進。

人材の採用と育成	 各社のビジネスの先鋭化を図るために、人材の採用と育成についてグループ全体で検討。

障がい者雇用促進	 法定雇用率2.0%の早期達成と維持、さらなる雇用促進策の展開を図る。

職員の高齢化への対応
	 社会全体の少子化・高齢化に伴う生産年齢人口の減少、その結果生じる社員年齢構成の高齢化に 

	 対応し、継続雇用や、社員年齢構成に応じた適正な人事制度の確立を促進する。

社員を大切にする	 有休取得率の向上（各社で80%以上取得を目標）、時間外労働の削減（各社で20時間以内を 
働きやすい職場作り	 目標）等を通じて、社員にとって働きやすい職場環境の構築を推進する。

グループ一体感醸成
	 ｢経営（マネジメント）」「グローバル」「業務」「技術」の観点で、グループ横断的なプログラムを実施 

	 することで、グループマインドの醸成とスキル（人材）の強化を図る。

人材情報の集約・整備
	 グループ内での機能再編や、人材流動化の布石として、人事基盤情報のみならず、スキル等も含め 

	 た人材情報を集約・整理して、共有を図る。

1. �ワークライフバランス、ダイバシティ（女性の活躍
促進等）

● 	在宅勤務・時短勤務の制度拡充（勤務可能時間帯の
拡大、適用可能期間の延長等）の推進

● 	全社ノー残業デーの実施など残業時間の削減を推進
● 	年休取得促進日の設定、有給休暇の取得促進
● 	リフレッシュ休暇、傷病による療養休暇、育児・介

護休暇など特別休暇の制定
● 	家族による職場見学会の実施
● 	9時-11時をコアタイムとする｢朝型フレックス勤務

制度｣の開始
● 	産育休復職プログラムの実施 
● 	事業所内託児施設（キッズホーム）の開設 
● 	｢女性が生き生きと働く企業風土を創る」検討委員

会の設置
● 	職場環境改善に向けたプロジェクトの推進
● 	業務効率化に向けた｢Thin Office（シン・オフィ

ス）｣の進化
● 	厚生労働省が子育てサポート企業として認定する 

｢くるみん｣マークの取得
● 	子育て中の女性社員（休職中の社員も含む）による情

報交換会の実施
● 	兼業許可制度の開始
● 	快適通勤ムーブメント「時差Biz」に参加

2. �人材育成・活用、公正な評価・処遇
● 	採用・配置・能力開発・人事考課などを体系的に行

うタレントマネジメントの実施
● 	人材の社内公募制度、希望する職種等の自己申告制

度、仕事の目標を上司と半年に１度話し合う目標管
理制度、専門職制度（複線型人事制度の一環）、フリ
ーアドレス等の導入および実施

● 	階層別研修、eラーニング、通信教育等、各種研修
カリキュラムの実施

● 	社員(個人/プロジェクト/活動)に対する社長表彰制
度の実施

● 	公平かつ公正な評価を徹底するため、考課者研修の
実施

● 	退職した社員が復帰するための｢カミングホーム制
度｣の実施

● 	資格取得の奨励および補助金支給
● 	キャリアコンサルティング窓口の開設

3. �健康管理、その他
● 	健康・メンタルヘルス相談窓口の設置、メンタルス

トレスチェックの実施
● 	TISインテックグループ健康保険組合を通じて、心身

の健康およびリフレッシュのための費用の一部を補
助する｢ピンクの補助券｣を配布

● 	社員意識調査の実施、人権教育

グループ各社において取り組んでいる内容の一例をご紹介します。
主な取組み

　TIS株式会社は、2013年に女性社員を中心とした有志による
「POSITIVE ACTION」チームを発足し、職場環境の改善に向け
た活動提言に基づく具体的な活動を実施しています。そのうち女
性の活躍推進に向けては、2016年4月から2020年4月の計画
期間において、女性管理職比率10%以上（2016年7月時点は
7.4%)を数値目標とし、(1)役職昇格者数に対する女性比率の目
標設定、 (2)女性キャリア教育、(3)女性キャリア支援などのアク
ションプランを進めています。

　当社グループでは、特例子会社であるソランピュア株式会社（東
京都新宿区）を通じて、障がい者が一人でも多く働ける職場環境を
推進しています。同社には、2018年6月現在で61名（指導員9
名を含む）が在籍し、東京本社、大阪事業所、名古屋事業所、松本
の4拠点において、オフィス運用業務、ヘルスキーパー(企業内理
療師)業務等を行っています。こうした取組みを背景に、当社グ
ループの雇用障がい者数は186.0人、障がい者雇用率2.18％
となっています。（当社、ソランピュア、関係会社特例認定グループ
会社（5社）の合計数）

「POSITIVE ACTION」による女性の活躍推進 障がい者雇用の推進

　持続的な成長のためには様々な経験・技能・属性といった多種多様な視点・価値観が必要であることを認識し、女性の活躍推進を
含め社内における人材の多様性の確保を推進してまいります。特に社会的要請の高い女性活躍推進については、主要グループ会
社7社の女性管理職比率が平均約６％の状況であり、女性職員にとってより一層実力を発揮しやすい制度や職場環境の整備が急務
であると認識しています。経営トップのリーダーシップのもと、能力開発・キャリア形成、働き方の見直しなどグループ全体で施策を
推進してまいります。

女性活躍推進に向けた主要グループ各社の取組み

　２０１６年４月に「女性活躍推進法（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律）」が施行され、企業の義務として取組計画の
策定、届出、情報公開が求められる中、当社グループ主要10社※１が検討会を実施しています。下記は主要５社の計画概要です。
※１.	常用雇用する労働者の数が301人以上の企業が女性活躍推進に関する行動計画の策定、届出、情報公開が求められます。当社グループにおける法適用対象会社はTIS、インテック、アグ

レックス、クオリカ、AJS、中央システム、TISソリューションリンク、TISシステムサービス、インテックソリューションパワー、高志インテックの10社です。

     社名	 計画期間	 計画期間中の目標	 施策

TIS		  4年	 ● 女性管理職比率：10%(186名)	 ● 計画期間（4年）各年度の女性昇格比率設定
			   ● 役職者ヘの昇格者の女性比率：平均17%	 ● 役職者昇格前研修に参加する女性枠を設定
			   ● 役職者への昇格前研修受講の女性比率： 20%以上	 ● 女性向けキャリア教育強化により女性管理職候補育成

インテック	 5年	 ● 女性管理職比率：7％以上	 ● 部所の枠を超えた交流会開催
				    ● 復職前後の社員との面談実施
				    ● 若手女性社員の中長期キャリア目標設定、面談の充実

アグレックス	 2年	 ● 女性管理職比率：20％以上※	 ● 女性活躍推進プロジェクト設立
			   ● 女性の昇格意欲と上司の意識を高める	 ● 女性活躍に向けた意識向上のプログラム推進
			   （管理職として育成する女性を60名とする）	 ● 時間制約のある社員を管理職として活用	

クオリカ	 5年	 ● 新卒者採用に占める女性比率:30%以上	 ● 女性学生向け情報発信の強化
			   ● 女性社員比率:２０％以上	 ● 女性社員向けキャリアアップ支援とネットワーク作り支援
			   ● 女性管理職比率:8.5％（15名）以上	 ● 働きやすい環境作りと上司への人材マネジメント教育

AJS		  5年	 ● 女性社員の管理職昇格意欲を促進	 ● 女性活躍推進プロジェクトの発足
			   ● 管理職予備軍への昇格研修受講率:10%up	 ● 女性活躍に向けた意識醸成のための各種プログラム実施	
				    ● 昇格要件研修（グロービス）内容の周知、受講啓発

※5年間の
 目標値
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ステークホルダーとのコミュニケーション

40

プロフィール グループの歴史 価値創造プロセス 財務・非財務データ トップメッセージ グループ事業戦略中期経営計画のポイント 価値創造プロセスを支える基盤
(ESG セクション )

連結財務サマリー 会社データ



株主の皆様とともに

TISの「働き方改革」ｘ「健康経営」
　当社は2018 年 4 月より開始した中期経営計画「Transformation to 2020」において、基本方針の一つとして「社員の自己
実現重視」を掲げており、多様な社員が働きがいを実感できる環境、風土、制度作りを目指しています。この方針に伴い、現在、人事
本部「働き方改革推進室」が中心となり、社長を最高責任者とした「ダイバーシティ＆健康経営推進委員会」にて、“社員が仕事を通し
て自己実現を図り、より高い成果を創造すること”を目的とした「働き方改革」と「健康経営」に取り組んでいます。（P37 人事本部座
談会もご参照ください）

１．「働き方改革」 
　TIS の「働き方改革」では、働く場所や時間など働く形態に様々な選択肢を増やし、個人のパフォーマンスが最大限に発揮される
環境や体制を整えることで、仕事の成果の質・スピードの向上やオーバヘッドの削減を目指します。さらに、社員が制度を使い、自ら
の意志や工夫で仕事の緩急、オン/オフをコントロールすることで、「働き方改革」に対する自覚と自律を高めます。 
　2019年3月期においてはインフラ・設備面の整備と合わせ、現行の在宅勤務制度やフレックス制度を見直し、テレワークの利用
シーンを拡大、社員の多様な働き方ニーズに対応します。

２．「健康経営」 
　TIS では、社員が心身ともに健康で安心して業務を遂行し、能力を最大限に発揮することが、会社の成長と社会貢献につながる
と考えています。社員一人ひとりの人生の質を向上させることを目指し、「心身の健康」「働きがいの向上」「生活力の向上」の実現
する健康経営を推進していきます。
　QOL（Quality of Life:人生の質）の充実を推進するため、社長を CHO（Chief Health Officer:最高健康責任者）とした体制を
整備し、健康保険組合や社員会、衛生委員会といった組織と連携を取りながら、施策を推進します。具体的な施策として、勤務間イ
ンターバル制度の導入（長時間対策）や育児・介護に加え、病気療養（主にがん）に対する両立支援策の拡充、ヘルスリテラシーの向
上、福利厚生の充実に取り組んでいきます。

“働きがいの高い会社”実現に向けた推進体制

従業員とともに

迅速かつ公明公正な情報開示・対話の実践

　決算説明会や個別取材の実施、冊子の発行、さらには当社IRサイトを通じて、業績や最新情報をお伝えする
とともに、持続的な企業価値向上に向けた建設的な対話に努めています。

　当社は、株主・投資家の皆様への適時適切かつ公平な情報開示が上場企業の重要な責務であると考え、IR活動の充実とIRサイト
のコンテンツや機能の拡充に努めています。その成果の一つとして以下を受賞しました。

当社IR活動が外部機関で各賞受賞

アナリスト・機関投資家向け決算説明会 四半期ごとに説明会を開催

2018年3月期の活動 回数

４回

   176回

3回

2回

2回

2回

内容

アナリスト・機関投資家のIR取材 (うち海外投資家33件、延べ212社278人）

社長・担当役員等による海外株主・投資家訪問（地域: 欧州、米国、アジア)

社長によるアナリストとのスモールミーティング（セルサイド、バイサイド各１回）

東京で証券会社主催のカンファレンスに参加

「Business Report」の発行

アナリスト・機関投資家IR取材

海外IR

スモールミーティング

各種IRカンファレンス

個人投資家向け冊子の発行

「Gomez IRサイト総合ランキング2017」(モーニングスター株式会社）
2015年から2回連続で優秀企業・銅賞に選定され、2017年には優秀企業・銀賞に選定されました。

2017年「インターネットIR表彰」(大和インベスター・リレーションズ株式会社）
2013年から4年連続で優秀賞を受賞し、2017年は優良賞を受賞しました。

2017年度「全上場企業ホームページ充実度ランキング調査」(日興アイ・アール株式会社）
2015年度から3年連続で総合ランキング最優秀サイトに選定されました。

MSCI日本株女性活躍指数 (WIN)の構成銘柄に選定

東証「第６回（2017年度）企業価値向上表彰」において、
表彰候補50社に選抜

JPX日経インデックス400の構成銘柄に選定

日本の生産性革命に向けて
TISのIT技術に大いに期待しています。
いちごアセットマネジメント株式会社
代表取締役社長 スコット・キャロン様
　前中期経営計画「Beyond Borders 2017」で
は、株主価値の根幹である1株利益を3年間で倍増
させるなど、飛躍的な成長を実現していただき一株

主として大変感謝しています。
　当社名の「いちご」は茶道の心構えである「一期一会」に由来します。
TIS株式会社様をはじめとした投資先企業の皆様との信頼関係を何より
も重視し、「いちごの三方よし」の企業理念のもと、「投資先企業のために 
顧客のために 日本のために」日本に特化した長期投資を行っています。
　少子高齢化が進行する我が国において、国民が心豊かに希望あふれる
未来を次世代に繋ぐためには、人財を中心とした貴重なストック資源の最
適活用が急務です。現在、国をあげて推進する「生産性革命」は、TIS様の
事業領域の核であるIT技術が必要不可欠であり、これからの事業展開に
も大いに期待しています。TIS様の事業活動の進展が、人々の働き方を変
え、イノベーションを支え、日本全体の生産性向上と社会的課題の解決に
寄与するのです。
　「グループビジョン2026」のもと、事業優位性を磨き、顧客価値・社会
価値の向上を通じて価値創造に尽力しておられるTIS様の今後の一層の
ご躍進を心からご支援させていただいています。

社会的な課題の解決に向けて
ITの重要性が増しています。
ニッセイアセットマネジメント株式会社
株式運用部 投資調査室　
チーフアナリスト 黒木文明様
　ニッセイアセットマネジメントでは、ESG（環境・社
会・ガバナンス）要因の視点を運用プロセスに組み込

み、中長期のキャッシュ・フロー創出力に基づく企業評価を行っています。
今回、ESGや経営戦略などに関する情報源として日頃から活用している
統合報告書に寄稿する機会をいただき、長期的関係構築の大切さを改め
て実感しています。
　私が貴社を担当して10年超の間、目指している企業グループ像、重視
する経営指標、ステークホルダーとの関係、情報発信のあり方など、様々
な角度から対話させていただきました。
　これまでの貴社の取組みが、成果として業績・企業価値に反映されつつ
ある今、新しい中期経営計画のスローガン「グループ一体となり構造転換
を実現し、社会の課題解決をリードする企業へ」には、まさに貴社の立ち位
置が明確に表現されていると思います。
　社会的な課題の解決の観点からもITの重要性が増す中、優秀な経営資
源と難しい案件にも挑戦してきた進取果敢な姿勢を有する貴社が活躍で
きる機会はますます増えると考えています。持続的な価値創造に向けた
今後の取組みに期待しています。

管理部門（施設/IT） 取締役会

事業部門

TIS

健康保険組合
（コラボヘルス）

TIS

TIS

ダイバーシティ＆健康経営推進委員会

TIS

社員会 衛生委員会

ダイバーシティ推進リーダー
最高健康責任者（CHO）

社長

改革推進担当役員

働き方改革推進室

人事部

人事本部

健康相談室
（産業医・保健師）

報告・評価協業

改革推進協業

協業

2017
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　TIS株式会社は、お客様視点に立った改善活動の判断指標とするため、継続的にお取引のあるお客様を対象として、「顧客満足度調査」をアンケー
ト形式で年一回実施しています。2017年度は、「お客様の事業拡大に貢献するビジネスパートナー」の実現に向けた活動を評価していただきまし
た。アンケートの中では、真面目・真摯な対応や品質に高い評価をいただく一方で、より積極的な提案やスピード感を求める声等も寄せられました。今
後も、こうした活動を通じ、お客様の声に耳を傾けながらビジネスパートナーとしてさらなる貢献に向けた取組みを推進してまいります。

　2018年7月、TIS株式会社は、｢TISビジネスパートナー親睦会」を東京・大阪・名古屋で開催しまし
た。主要ビジネスパートナー計154社・299名にご参加いただき、ビジネスパートナーの皆様に対して
日頃のご協力への感謝の意を表すとともに、さらなる関係強化に向けて、新中期経営計画方針をご紹
介し、TISのこれから向かう方向性を共有しました。

　2018年7月、TIS株式会社は、グループ各社協賛のもとで「TIS EXCITING FUTURE BUSINESS 
SUMMIT 2018」を東京で開催しました。「創造したい、未来がある。」をテーマとした本年は、978名のお
客様にご来場いただき、TISインテックグループの様々なセミナーやソリューションをご覧いただきました。

「2017年度顧客満足度調査」を実施 ｢TISビジネスパートナー親睦会」を開催

「TIS EXCITING FUTURE BUSINESS SUMMIT 2018」を開催

・	APN「AWSプレミアコンサルティングパートナー」に認定
・	APNコンピテンシープログラム「SAPコンピテンシー」を取得
・ 	Pepperパートナープログラム「ロボアプリパートナー」に認定
・ 	IBM Watsonエコシステムプログラム「テクノロジーパートナー」に選定
・	Oracle Excellence Awards 2018「Specialized Partner of the Year: SaaS – 

Japan」を受賞
・	Oracle Excellence Awards 2018「Specialized Partner of the Year: HCM 

Cloud – Japan」を受賞
・	Oracle Excellence Award 2017「Specialized Partner of the Year: SCM 

Cloud – Global」を受賞
・	Rapid7 2018 Asia Pacific Patner Conference｢Japan Partner of the Year 

2018」を受賞
・	PCI SSC「ASV（認定スキャンベンダー）」に認定
・	UiPath「ゴールドパートナー」に認定

・ 	mcframe Award 2018「Most Excellent Partner」を受賞
・ 	SuperStream Partner Award 2016「Sales Award」を受賞
・ 	SuperStream Partner Award 2017「Product Award」を受賞
・ 	SuperStream Partner Award 2018「Promotion Award」を受賞
・ 	GRANDIT AWARD 2016「Solution of the Year」を受賞
・ 	Salesforce Partner Award 2016「Implementation Partner of the year」を受賞
・	ファイア・アイ ジャパンパートナーアワードプログラム「トップグロースパートナーオブザイ

ヤー 2017」を受賞
・	FireEye Fuel Partner Program「プラチナパートナー」に認定
・ 	｢JISA Awards｣　
	 　2015年 ： Finalist 遠隔監視・予防保全システム「CareQube」
	 　2014年 ： Winner  決済関連サービス「DebitCube＋」「PrepaidCube＋」
	 　2013年 ： Winner  生産管理システム「AToMsQube」

近年の主な受賞実績

お客様とともに ビジネスパートナーとともに

地域・社会とともに

ビジネスパートナーとして不可欠な存在になるために 幅広いパートナーとの関係強化を図る

グループ各社の取組みを通じて

　スマイルキッズキャンプ、地域を活性化する国際会議のサポート、森林保護活動、ランチタイムコンサートの開催など、多面的に
地域・社会と協働する取組みを行っています。

トピックス

日本初、鉄道改札機で海外電子決済を実現
沖縄都市モノレール「ゆいレール」での「Alipay(支付宝/アリペイ)」利用の実証実験を開始

ゆいレールで「Alipay」を
利用した鉄道改札機決済の流れ

安全・安心な決済サービスの提供は重要な社会的使命です。
株式会社ジェーシービー 代表取締役兼執行役員社長 浜川 一郎様

　ＪＣＢは現在、世界24の国と地域でカードを発行し、約１億２千万の会員の皆様にご利用いただいてい

ます。２４時間３６５日、安全・安心な決済サービスを提供することが重要な社会的使命であり、そのため

に不可欠であるのがシステムです。

　ＪＣＢのシステムは、ＴＩＳ様を抜きにして語ることはできません。１９８９年に稼働を開始した「ＪＥＴ」、

２００８年に更改した「ＪＥＮＩＵＳ」という２代の基幹システムは、ＴＩＳ様との長年にわたる大型プロジェクト

によって生まれたものです。このほか、オーソリゼーションや、最近ではモバイルペイメントのためのシス

テムなど、ＪＣＢの成長の歴史は、ＴＩＳ様とともに取り組んだ様々なシステム開発の歴史であるとも言えるでしょう。

　近年、ＩＣＴの進化は決済ビジネスに大きな影響を与えています。国内でも、決済プロダクトといえばかつてはクレジットカードだけだったも

のが、デビットやプリペイド、非接触決済ではＮＦＣやＱＲなど、多様化とモバイル化が進展しています。今後もお客様に新しい価値を提供し続

けていくために、ＴＩＳ様とのパートナーシップはさらに重要になると思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。

ゆいレール改札機
沖縄都市モノレール、

日本信号

Allpayアプリ
アントフィナンシャル

シンクライアントサーバ
QUADRAC

決済中継センター
TIS

Ａｌiｐａｙセンター
アントフィナンシャル

アクワイアラセンター
オリックス

決済データ

精算データ

　2018年６月、当社、オリックス株式会社、アント フィナンシャル ジャパン、日本信号株式会社、QUADRAC株式会社、沖縄都市モノレー
ル株式会社の6社は、電子決済サービス「Alipay（支付宝/アリペイ）※１」が、鉄道改札機で直接利用できるサービスを実現するために、沖縄
都市モノレールが運行する「ゆいレール」での実証実験を開始しました。
　日本政府観光局によると、2017年の訪日外国人旅行者数2,869万人のうち、中国人旅行者は735万人と25.6％を占めており、近年
は個人旅行者の割合が大幅に増加傾向にあります。このような環境下において「訪日外国人の旅行中に困ったこと」として、「言語一般」に次
いで「交通」が第2位に挙げられており、公共交通機関の利用方法の改善などが求められています※2。
　Alipayは利便性が高いことから中国国内のみならず日本国内の商業施設などにも広く普及しています。今回、ゆいレールにおけるAlipay
高速決済の実証実験を通じ、改札機で直接Alipayを使用できる体制を整えることで、訪日中国人旅行者の交通利便性の向上を目指します。
※1. 2004年から中国でサービスを開始したモバイル決済サービス。世界でも有数の決済プラットフォームとして、6億人以上のユーザーが利用しており、日本における加盟店数は5万

店を超える。 
※2. 出典：観光庁ホームページ（http://www.mlit.go.jp/common/000190659.pdf） 
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　当社グループは、企業活動の基盤となるデータセンターおよびオフィスにおいて、省エネルギー・温室効果ガス削減に向けた施策
の推進等、地球環境に配慮した取組みを推進しています。

● 外気冷房

● 地中熱利用

● 雨水利用

● 井戸水利用

● 太陽光発電による照明機器への給電

● グリーン電力購入

● 自然光照明

● LED照明

● 人感センサー・照度センサーを用いた照明の最適化

● 高効率機器

● 屋上緑化

● 外構緑化

● 近隣環境と調和した外観

● 防音・断熱サッシ

● クールビズ

● ペーパーレスの推進（会議室へのモニター設置等）

● PCリサイクル

● 機密文書の溶解処理委託

● 分別ごみ廃棄

● エコキャップ運動

● TABLE FOR TWOプログラム参加

● 昼食時間帯の執務スペースの消灯

 （時間帯を問わず）未使用・不在エリアの消灯

● 照明間引き	

● 空調運転設定の統一（原則「送風運転」）

● エアバリアファンの運転中止

● コピー機、シュレッダー等機器の未使用時間帯の電源停止

● トイレの暖房、温水設定の停止

● 「アイドリングストップ」の励行

● 水道の蛇口はこまめな閉蓋 

● 階段利用の推奨 

● 過剰包装の敬遠 

● マイバックやマイボトルの利用推進

● 夏季期間中の休暇取得の促進

データセンターにおける環境配慮の取組み例

自然光採光(太陽追尾装置) 太陽光発電モニター 屋上緑化
 

オフィスにおける環境配慮の取組み例

※�TISインテックグループでは、このほか地域・社会・従業員と協働する様々な活動を行っています。詳しくは、当社ウェブサイトをご覧ください。
グループのCSRへの取組み: https://www.tis.co.jp/group/csr/

難病や障がいのある子どもとご家族を支援する
「スマイルキッズキャンプ」

森林保護活動「あさひの森」に参画

楽友会による演奏活動 SDGs未来都市プロジェクトへの参画

　難病や障がいのある子どもとご家族のために、TIS株式会社の
有志による実行委員会が毎年企画実施する旅行イベントです。
当社グループ社員がボランティアスタッフとして参加し、CSRや
ボランティアの意義を考える貴重な機会となっています。

　AJS株式会社は、2010年より地球温暖化防止や自然環境
保護と同時に拠点を置く宮崎県への貢献につながるものとし
て、旭化成株式会社による宮崎県北部での森林保護活動「あさ
ひの森」に協賛しています。

　グループ会社社員およびその家族などで構成するグループ公
認音楽団体「ＴＩＳインテックグループ楽友会」は、管弦楽・吹奏楽・
合唱を中心に、東京本社ビルでのランチタイムコンサートや地
域のホールでの演奏会の開催等を通じて、当社グループの良き
企業市民としての活動の一翼を担っています。

　2015年9月に国連サミットで採択された「持続可能な開発
目標（SDGs）」達成のため日本政府が進めている「SDGs未来
都市」に、2018年6月、株式会社インテックが本社を置く富山
市を含む全国の29自治体が選定されました。また、さらにその
中から富山市を含む１０の自治体がモデル事業として認定され
ています。
　富山市ではこの事業を推進するための「富山市SDGs未来都
市戦略会議」を設置し、その委員にインテックも入っています。
富山駅南北の一体的なまちづくりやエゴマの６次産業化、農山
村の低炭素化などのモデル事業推進の支援を行っていきます。

主な取組み事例

地球環境のために

　事業活動を通じ、環境問題対策にも積極的に取り組んでおり、最新データセンターにおいては、自然エネルギー（地中熱利用・外
気冷房・雨水利用・太陽光発電等）を利用した環境対策を実践しています。
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データセンターに
おけるPUE推移

1.200

1.400

1.600

1.800

2.000

1.7631.794 1.795 1.754

2014年
3月期

2013年
3月期

2012年
3月期

2011年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

1.781

1.882

1.766 1.759

1.454

1.709
1.620

1.468
1.531

1.804

1.472 1.495

Aグループ
Bグループ

※	PUE（Power Usage Effectiveness/電力使用 効率
性)=施設全体の消費電力量/IT関連機器の消費電力量

※	Aグループの対象センターは東京第１～３センター、
GDC御殿山、名古屋センター、大阪センター、心斎橋
gDC、心斎橋gDC-EXです。

※	Bグループの対象センターはGDC御殿山、心斎橋gDC、
心斎橋gDC-EXです。　

※	当社は、2015年9月にデータセンター事業の戦略を
見直し、東阪地区のデータセンターについては、ハイス
ペックのGDC御殿山、GDC大阪、心斎橋gDC、心斎橋
gDC-EXに統合する方針としています。
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ステークホルダーの視点からTISインテックグループの価値向上に貢献します。
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社外役員対談

新任社外取締役メッセージ

弁護士としての経験を活かし、当社グループの企業価値向上に貢献します。
取締役（社外） 水越 尚子（エンデバー法律事務所 弁護士）
　現在、あらゆる産業分野にわたってデジタルトランスフォーメーションが進行しています。TISインテックグループは、迅速に意思
決定できる体制を整え、変化の只中にあるお客様のニーズとIT投資に応えて堅実に業務を遂行する中で、自らも変革のスタート
を切りました。
　新中期経営計画では、サービス型ビジネスへの転換を含む構造転換の目標が掲げられています。サービスを創出して競争の源
泉とするためには、リアルデータから得られる知見や社員が蓄えた経験を、柔軟な発想により活用していくことが求められます。ま
た、これを特許・著作権・ノウハウを含む知的財産の形とし、当社グループやグローバル規模でパートナーと有効に活用していく好

循環が重要です。そして、そのような好循環を支えるのは、多様な社員が柔軟な発想で意欲的に取り組める会社の環境に他なりません。弁護士としての知的財産
の利活用や国際取引の実務経験、またグローバル企業での職務経験を活かし、取締役会における視点の提示や活発な議論に参加することにより、当社グループ
の企業価値向上に貢献していきたいと思います。

社外取締役　土屋 文男 社外監査役　伊藤 大義

当社グループのコーポレートガバナンスへの取組みにつ
いてのご評価をお聞かせください。

＜土屋＞近年の取組み（P49ご参照）を通じて、取締役会議題の
事前説明など社外役員への情報提供の充実については大いに
評価しています。グループ全体のコーポレートガバナンスという
観点では、TISが事業持株会社としてリーダーシップを発揮し、
グループビジョン2026という方向性が明確となりました。一方
で、今後はさらにグループ各社の役割を明確化し、部分最適では
なく全体最適の観点で経営判断を行う必要があります。社外役
員の役割として、株主を含むステークホルダーの視点に立ち、意
見を具申していきたいと考えています。

＜伊藤＞コーポレートガバナンスには2つの機能があります。適
法性の維持、透明・公正な意思決定のための“適法性のガバナン
ス”と、いわゆる攻めのコーポレートガバナンスと称される、効率
性の改善、迅速・果断な意思決定のための“効率性のガバナンス”
です。近年のTISにおいては、経営陣の業務執行状況の監視・監
査機能、取締役の1/3の社外取締役、女性社外取締役の就任な
どの改革が進み、両面において概ね適切な水準までコーポレー
トガバナンス体制が整備・運用されています。しかし、今後とも経
営環境の変化に対応してコーポレートガバナンスのさらなる深
化と継続的な見直しが必要である点には留意すべきです。

新中期経営計画ではTISインテックグループの構造転換
をテーマとしています。

＜伊藤＞新中期経営計画は、素晴らしい内容だと思いますが、
その実効性をいかに高められるかが重要です。そのためには、
グループ各社・各部門が基本方針の趣旨を踏まえて、年度ごとの
達成目標や具体的施策、推進責任者などを詳細に策定すること
が不可欠です。また、グループ各社・各部門での進捗状況の確認
とそれに相応した改善事項の検討・立案、さらには、経営環境が
大きく変化した場合の計画変更の要否の検討などを、しっかりと
全体に浸透させることが必要です。

＜土屋＞新分野への挑戦については、企業経営にかかわってき
た経験からすると、TISインテックグループの強みや培ってきた
ノウハウを見定め、それを広げる形でフロンティアを開拓すると
いう意識が非常に重要だと考えています。常に顧客企業の先に
いるエンドユーザーを意識し、顧客企業の企業価値を向上させ
るシステムを提供するという基本の徹底が、より高度なビジネス
への関与につながり、戦略ドメインの一つに掲げるストラテジッ
ク・パートナーシップ・ビジネスの成長をもたらすと思います。
　また、2019年3月期からサービス化など従来型ビジネスと
は異なる分野に合った人事考課・報酬制度を導入していますが、
重要なのはリーダーが現場に求める課題、時間軸、評価基準を
明確に示すことです。目指す方向に沿った長期的視点での挑戦
であれば、単年度で業績・数値が上がらずとも評価すべきこと
があるはずです。

＜伊藤＞新分野への挑戦には、リスクテイクも必要ですので、研
究開発費のように一定の枠を決めた上で積極的に挑戦していく
方法もあると思います。また、構造転換を目指す上では、業績達
成に対する評価とともに、新分野にトライしたことに対するプラ
ス評価等、両者を踏まえた業績評価が大切だと思います。
　また、TISでは2018年4月に新設された人事本部がマニ
フェスト（P３７参照）を策定しました。会社が社員の自己実現の
ためのマニフェストを公表するというのは、大変先進的かつ社員
の皆さんに夢を与える素晴らしい取組みだと思います。働きが
いのある会社、最適な人材配置と自己実現が可能な環境、労務
関連コンプライアンスの徹底と安全で快適な会社の実現に向け
た具体的施策を掲げていますが、さらに社員の皆さんと意見交
換しながら、マニフェストを着実に実現・進展させることを期待し
ています。

TISインテックグループへの期待をお聞かせください。

＜土屋＞一番の強みは、極めて真摯に愚直に物事を積み上げて
仕事を完成させていく、個人の力であり、チーム力と感じます。
だからこそ顧客企業からの大いなる信頼を維持しています。一
方で、これからは巧遅に陥らず、スピードを意識した経営判断と
実践が不可欠です。それは今までの真面目さと相反するもので
はありません。企業は人なりと言いますが、構造転換を掲げる
チャレンジングな中期経営計画を達成するための鍵はまさに人
です。トップマネジメントを含むリーダー層の大胆な自己改革と
リーダーシップに大いに期待しています。また、将来のリーダー
層に向けた人材育成教育もさらに力を入れていただきたいと思
います。

＜伊藤＞社外監査役には、取締役会の意思決定権限はなく、業
務執行が適切に行われているか否かを監視・監査することが仕
事です。中でも社外役員として最も重要な役割の一つは、ス
テークホルダーの側に立った、経営陣への厳しい監視役と認識
しています。2018年4月に設置した報酬委員会は、経営陣を
適切に評価する仕組みとして、着実にコーポレートガバナンス
の強化につながると思います。今後はさらに委員会の活動を充
実させていくことを期待しています。社外役員への情報提供に
関しては、議案関連資料のポイントをより明確にするなど、さら
に改善することで、取締役会での議論がよりいっそう活発にな
ると思います。
　私自身としては、約40年間、会計士として相当数の企業とか
かわってきた経験と知見をもとに意見やアドバイスさせていた
だくことで、TISインテックグループの発展に貢献できればと
思っています。

写真左から、土屋 文男  社外取締役、伊藤 大義 社外監査役

プロフィール グループの歴史 価値創造プロセス 財務・非財務データ トップメッセージ グループ事業戦略中期経営計画のポイント 価値創造プロセスを支える基盤
(ESG セクション )

連結財務サマリー 会社データ



　当社は、当社が定める「グループ経営理念」および「グループビジョン」に基づき、当社グループの中長期的
な企業価値の向上を実現するため、コーポレートガバナンス基本方針を制定し、コーポレートガバナンスの継
続的な充実に取り組んでいます。

組織形態	 監査役会設置会社
取締役会の議長	 会長兼社長
取締役の人数	 9名（うち、社外取締役3名）
取締役の任期	 1年
監査役の人数	 5名（うち、社外監査役3名）
監査役の任期	 4年
独立役員の人数	 6名（社外取締役3名、社外監査役3名）

　当社は、定款の定めにより取締役会の員数を3
名以上15名以下とし、 取締役会の監督機能の強
化を図るため、そのうち2名以上を独立社外取締
役とする方針を定め、現状では3名の独立社外取
締役を選任しています。
　取締役会は原則毎月1回、加えて臨時の取締役
会を必要に応じてそれぞれ開催し、 取締役は迅
速・機動的な意思決定を行っています。
　なお、 取締役会の上程議案について社外取締

役・社外監査役へ事前の説明を実施し、また社外
取締役・社外監査役に対する外部有識者による勉
強会や、当社グループの施設やオフィスの現地視
察等を実施することで、取締役会に十分な情報提
供を行っています。加えて社外取締役と社長との
意見交換会、社外取締役・社外監査役のみの意見
交換会を開催し、取締役会において円滑で積極的
な議論ができるようにサポートを行っています。

取締役・取締役会

コーポレートガバナンス体制

コーポレートガバナンス体制図

現状のコーポレートガバナンス体制を選択している理由
　当社は、業務執行に対する取締役会による監督と監査役会による適法性・妥当性監査の二重のチェック機能
をもつ監査役設置会社の体制を選択しています。また、業界および企業経営に関する経験と見識を有する社
外取締役を選任し、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言を通
じて、取締役会の監督機能の強化を図っています。

株主総会

指名委員会

報酬委員会

グループ内部
統制委員会

会計監査人

社長

経営会議

内部監査部門

執行役員

監査役会
（監査役）

各本部・各部

選任・解任

報告

監督
報告

連携

連携

内部監査

連携

報告

監査・報告
意見陳述

業務執行権限の委譲重要事項の付議・報告

選任・解任

選定・解職・監督付議・報告

選任・解任

会計監査

評価

関係会社

取締役会
（取締役）

基本的な考え方
　当社は、常に最良のコーポレートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組みます。
　当社は、当社の持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を図る観点から、意思決定の透明性・公正
性を確保するとともに、保有する経営資源を十分有効に活用し、迅速・的確な意思決定により経営の活力を増
大させることがコーポレートガバナンスの要諦であると考え、次の基本的な考え方に沿って、コーポレートガ
バナンスの充実に取り組みます。

　1：	株主の権利を尊重し、平等性を確保する。
　2：	株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。
　3：	会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。
　4：	中長期的な投資方針を有する株主との間で建設的な対話を行う。

[2019年3月期の取組み]
●�指名委員会、報酬委員会の設置。
●�取締役会上程基準を見直し。
●�取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の導入

を決定。
●�取締役の人数を10名から9名に減員。社外取締役

を３名として比率は1/3へ向上。

[2018年3月期の取組み]
●�中長期の方針議論を深めるため、「付議」「報告」に

加えて「協議」を追加。
●社長と社外取締役の懇談会を開催。
●�社外役員向け事前説明会後に社外役員のみによ

る連絡会を開始。
●�記載要件・記載構成の標準化等のため、取締役会

上程ガイドを策定・展開。
●�取締役会をペーパーレス化。

コーポレートガバナンス強化における取組み

5049

コーポレートガバナンス
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代表取締役会長兼社長　桑野 徹
1952年5月3日生
1976年4月	 株式会社東洋情報システム（現 TIS株式会社）入社
2000年6月	 同社取締役
2004年4月	 同社常務取締役
2008年4月	 同社専務取締役
2010年4月	 同社代表取締役副社長 金融事業統括本部長
2011年4月	 同社代表取締役社長
2013年４月	 同社代表取締役会長兼社長
2013年６月	 同社代表取締役会長兼社長
	 当社取締役
2016年６月	 同社代表取締役会長兼社長
	 当社代表取締役社長
2016年７月	 当社代表取締役社長 監査部担当
2018年6月	 当社代表取締役会長兼社長 監査部担当（現任）

代表取締役 副社長執行役員　安達 雅彦
1956年5月9日生
1981年4月	 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱UFJ銀行）入行
2001年４月	 同行巣鴨支店長兼法人営業部長
2006年１月	 株式会社三菱東京 UFJ銀行（現 株式会社三菱UFJ銀行） 

人事部副部長
2006年10月	 同行大阪営業本部大阪営業第一部長
2010年１月	 株式会社ユーフィット企画管理本部担当部長
2010年４月	 同社執行役員 企画管理本部長
2010年６月	 同社取締役執行役員 企画管理本部長
2011年4月	 TIS株式会社執行役員 管理本部長
2013年4月	 同社常務執行役員 金融第1事業本部長
2016年4月	 同社専務執行役員 金融第1事業本部長兼金融第3事業本部長
2016年７月	 当社専務執行役員 金融第１事業本部長兼金融第３事業本部長
2018年４月	 当社副社長執行役員 企画本部担当、人事本部担当、管理本部

担当、企画本部長
2018年6月	 当社代表取締役 副社長執行役員 企画本部担当、人事本部担当、

管理本部担当、企画本部長（現任）

取締役 専務執行役員　岡本 安史
1962年3月3日生
1985年4月	 株式会社東洋情報システム（現 TIS株式会社）入社
2010年４月	 ソラン株式会社常務執行役員 企画管理本部長
2011年４月	 TIS株式会社執行役員 企画本部企画部長
2011年10月	 同社執行役員 企画本部企画部長兼海外事業企画室長
2012年１月	 同社執行役員 企画本部企画部長兼海外事業企画室長
	 TISI (Singapore) Pte. Ltd. Managing Director
2013年４月	 同社常務執行役員 ITソリューションサービス本部長
2016年４月	 同社専務執行役員 産業事業本部長

監査役

取締役

2016年７月	 当社専務執行役員 産業事業本部長
2017年４月	 当社専務執行役員 産業事業本部担当、ビジネスイノベーション事業部担当、

ビジネスイノベーション事業部長
2018年4月	 当社専務執行役員 サービス事業統括本部長 
2018年6月	 当社取締役 専務執行役員 サービス事業統括本部長（現任）

取締役 専務執行役員　柳井 城作
1963年11月14日生
1987年4月	 株式会社日本長期信用銀行入行
2000年1月	 株式会社東洋情報システム（現 TIS株式会社）入社
2009年4月	 同社執行役員 企画本部企画部長
2011年４月	 当社執行役員 企画本部長
2015年5月	 当社常務執行役員 企画本部長
2016年6月	 当社取締役 常務執行役員 企画本部長
2016年7月	 当社取締役 常務執行役員 企画本部担当、管理本部担当、企画本部長
2018年4月	 当社取締役 専務執行役員 インダストリー事業統括本部長（現任）

取締役　北岡 隆之
1960年12月14日生
1984年4月	 株式会社インテック入社
2005年１月	 同社プロダクトソリューション営業部長
2008年４月	 同社 N&O事業推進部長
2012年４月	 当社経営企画部担当部長
2015年4月	 株式会社インテック BPO事業本部長
2016年4月	 同社執行役員 企画本部長
2017年4月	 同社常務執行役員 企画本部長
2018年4月	 同社代表取締役社長（現任）
2018年6月	 当社取締役（現任）

取締役　新海 章
1959年3月24日生
1986年2月	 横河ユーシステム株式会社入社
2000年4月	 株式会社ワイ・ディ・シー入社
2001年6月	 同社取締役
2009年10月	 日本システム技術株式会社入社
2010年6月	 同社取締役 常務執行役員
2011年4月	 株式会社インテック NSG事業部 副事業部長
2012年6月	 同社執行役員 NSG事業部長
2015年５月	 同社常務執行役員 産業ソリューション事業部長
2016年４月	 同社常務執行役員 首都圏社会サービス本部長
2018年４月	 同社取締役 副社長執行役員 情報システム部、事業戦略推進本部、首都圏

流通サービス本部担当、首都圏流通サービス本部長（現任）
2018年6月	 当社取締役（現任）

取締役（社外）　佐野 鉱一 ※

1948年8月30日生
1971年4月	 三井石油化学工業株式会社（現 三井化学株式会社）入社
2003年6月	 同社執行役員 財務部長
2005年6月	 同社常務取締役
2009年6月	 同社代表取締役副社長
2013年6月	 同社特別参与
2015年6月	 同社退任
2016年6月	 当社取締役（現任）

取締役（社外）　土屋 文男 ※

1948年5月10日生
1971年7月	 日本航空株式会社入社
1995年７月	 同社マドリード支店長
1999年5月	 株式会社 JALホテルズ（現 株式会社オークラニッコーホテル 

マネジメント）取締役経営企画室長
2001年４月	 日本航空株式会社経営企画室部長
2002年10月	 株式会社日本航空システム（現 日本航空株式会社）
	 執行役員経営企画室副室長兼統合推進事務局長
2004年４月	 同社執行役員経営企画室長
2004年6月	 株式会社日本航空（現 日本航空株式会社）取締役経営企画室長
2006年4月	 同社常務取締役 広報・I R・法務・業務監理担当
2007年6月	 株式会社ジャルカード代表取締役社長
2010年6月	 同社退任
2010年8月	 株式会社フェイス内部監査室長
2011年6月	 同社常勤監査役
2017年6月	 当社取締役（現任）

取締役（社外）　水越 尚子 ※

（エンデバー法律事務所 弁護士）
1967年9月23日生
1993年4月	 最高裁判所司法研修所入所
1995年4月	 大阪弁護士会登録
	 宮崎綜合法律事務所（現 弁護士法人宮崎綜合法律事務所）
1998年4月	 横浜弁護士会（現 神奈川県弁護士会）登録
	 株式会社野村総合研究所法務部
1999年9月	 第二東京弁護士会登録
	 オートデスク株式会社法務部
2002年9月	 マイクロソフト株式会社 法務本部
	 カルフォルニア州弁護士資格取得
2006年11月	 TMI総合法律事務所
2008年1月	 TMI総合法律事務所パートナー
2010年3月	 エンデバー法律事務所設立 パートナー（現任）
2018年6月	 当社取締役（現任）

常勤監査役　安藤 啓
1961年7月25日生
1984年4月	 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱 UFJ銀行）入行
2003年7月	 株式会社 UFJ銀行（現 株式会社三菱 UFJ銀行）戸塚支店長
2009年5月	 株式会社三菱東京 UFJ銀行（現 株式会社三菱 UFJ銀行）
	 法人決済ビジネス部長
2010年6月	 同行執行役員 法人決済ビジネス部長
2011年５月	 同行執行役員 東日本エリア支店担当
2013年５月	 同行執行役員 本部賛事役
2013年6月	 三菱 UFJキャピタル株式会社 代表取締役社長
2016年6月	 三菱 UFJ国際投信株式会社 専務取締役 商品部門長
2018年6月	 当社常勤監査役（現任）

常勤監査役　石井 克彦
1953年11月5日生
1976年4月	 日本長期信用銀行入行
2001年10月	 ソラン株式会社入社
2007年6月	 同社取締役執行役員
2011年4月	 TIS株式会社 常務執行役員 金融事業統括本部
	 金融第2事業本部長兼フィナンシャル第3事業部長
2011年10月	 同社常務執行役員 フィナンシャル事業本部副本部長
2012年4月	 同社常務執行役員 コーポレート本部副本部長
2012年6月	 当社取締役
	 TIS株式会社 コーポレート本部副本部長
2013年6月	 同社コーポレート本部副本部長
2014年4月	 同社常務執行役員 コーポレート本部長
2016年4月	 同社顧問
2016年6月	 当社常勤監査役（現任）

監査役（社外）　伊藤 大義 ※

（公認会計士 伊藤事務所 所長）
1946年10月13日生
1970年1月	 監査法人辻監査事務所入所
1989年2月	 みすず監査法人 代表社員
2004年7月	 日本公認会計士協会 副会長
2007年8月	 公認会計士 伊藤事務所 所長（現任）
2009年4月	 早稲田大学大学院会計研究科 教授
2012年6月	 当社監査役（現任）

監査役（社外）　上田 宗央 ※

（株式会社プロフェッショナルバンク 代表取締役会長）
1948年1月1日生
1983年8月	 株式会社テンポラリーセンター（現 株式会社パソナ）入社
1988年1月	 同社常務取締役 国際事業部長兼事業開発部長　
	 株式会社パソナアメリカ 代表取締役社長
1991年4月	 同社専務取締役 営業本部長
1993年6月	 同社取締役副社長
2000年6月	 同社代表取締役社長
2004年8月	 株式会社プロフェッショナルバンク 代表取締役社長
2007年4月	 同社代表取締役会長（現任）
2012年6月	 当社監査役（現任）

監査役（社外）　船越 貞平 ※

1954年8月15日生
1977年4月	 三菱商事株式会社入社
2003年3月	 三菱商事フィナンシャルサービス株式会社出向 取締役副社長
2009年4月	 三菱商事ロジスティクス株式会社出向 顧問
2009年6月	 同社取締役常務執行役員
2011年6月	 同社取締役専務執行役員
2013年1月	 同社代表取締役 専務執行役員
2013年5月	 株式会社アイ・ティ・フロンティア 監査役
2014年7月	 日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社 監査役
2016年6月	 当社常勤監査役（現任）

※	2018年6月26日現在　
※	株式会社東京証券取引所が定める独立役員に指定しています。　
※	2016年７月１日付にて、当社（旧商号 ITホールディングス株式会社）を存続会社、完全子会社

TIS株式会社を消滅会社とする吸収合併を行い、商号をITホールディングス株式会社からTIS
株式会社に変更しています。

前列左から、取締役専務執行役員 岡本安史、代表取締役 会長兼社長 桑野徹、代表取締役副社長執行役員 安達雅彦、取締役専務執行役員 柳井城作。
後列左から、取締役 土屋文男、取締役 新海章、取締役 北岡隆之、取締役 佐野鉱一、取締役 水越尚子。

左から、監査役 上田宗央、常勤監査役 石井克彦、常勤監査役 安藤啓、
監査役 伊藤大義、監査役 船越貞平。
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　当社は、 経営会議を設置し、当社およびグルー
プ全体の業務執行に関する重要な事項の審議・報

告等を行っています。

　当社は、取締役会における経営の意思決定の迅
速化と監督機能の強化を図るため、執行役員制度
を導入しており、取締役は執行役員に業務執行を

委嘱し、委嘱を受けた執行役員は各部門長に対し
て、具体的な指揮・命令・監視を行っています。

　当社の監査役会は、監査役5名(うち、社外監査役
3名)で構成されます。取締役の職務の執行につい
て監査役会の定める監査方針に従い、各監査役が
監査を実施しています。また、当社が監査契約を
締結しているEY新日本有限責任監査法人から年

間会計監査計画の提出、会計監査実施結果の報告
を受けるほか、会計監査人と定期的な情報交換や
意見交換を行うなど、緊密な相互連携をとってい
ます。加えて、監査部門による監査結果の報告を
受けるとともに、随時意見交換を行っています。

　取締役会の構成は、取締役を15名以内とし、そ
のうち2名以上は独立社外取締役とすることとして
います。取締役会は、株主からの受託者責任を認識
し、法令・定款および当社関連規程の定めるところに
より経営戦略、経営計画その他当社の重要な意思
決定および業務執行の監督を行い、持続的な成長と

中長期的な企業価値の向上に責任を負っており、そ
の取締役会を構成する取締役は、その責務に相応し
い豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人
物を当社が定める選任基準に基づき取締役会で審
議の上、指名することとしています。

　当社は取締役・監査役等の候補者の指名を行うに
あたっては、実効的なコーポレートガバナンスを実
現し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上に資するため、取締役・監査役として相応しい豊
富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人物を

当社が定める選任基準に基づき、取締役においては
過半数の独立社外役員を含む複数の役員で構成さ
れる指名委員会の答申を受けた上で、取締役会で審
議することとしています。

経営会議

指名委員会および報酬委員会

執行役員制度

監査役・監査役会

取締役会の構成についての考え方

取締役会全体の実効性についての分析・評価の結果の概要

取締役等の選任・指名を行うにあたっての方針と手続き

　取締役の選任ならびに報酬等について、決定プロ
セスの客観性および透明性を確保し、コーポレート
ガバナンス体制の一層の強化を図るため、取締役
会の諮問機関として任意の指名委員会および報酬

委員会を設置しています。
　各委員会は代表取締役社長を委員長とし、委員
長を含む委員の過半数を独立社外役員で構成して
います。

　当社は、課題や改善点を洗い出し、取締役会の実
効性を高めるための取組みにつなげることを目的
に、2016年3月期から取締役会の実効性評価を毎
期実施しています。2018年3月期の評価にあたっ
ては、取締役および監査役全員を対象に、取締役会
の構成および運営について網羅的に自己評価・自己
分析を行う匿名のアンケート調査と、アンケート調
査の結果を踏まえた取締役会における議論を実施し
ました。評価の方法、評価の結果、評価を踏まえた今
後の課題およびその対応は以下に記載の通りです。

１. 評価の方法
　当社は、取締役会の実効性等に関する質問票をす
べての取締役および監査役に配布し、回答を得まし
た。これらの回答を踏まえ、当社取締役会は取締役
会の実効性に関する分析および評価を行いました。
　なお、今回の実効性評価に関する実施について
は、外部弁護士の確認のもとに実施しています。

２. 取締役会の実効性に関する分析および評価の結果
　当社取締役会は、稟議決裁規程およびグループ管
理規程に基づく審議運営によって当社およびグルー
プ各社の事業の推進状況、投資などの経営上重要
な事項の承認と業務執行の監督を適切に行うため
の一定の実効性が確保されており、加えて、前期の
取締役会の実効性評価の結果をもとにした改善施
策によって、改善傾向にあると評価しています。

　一方、取締役会を、より効果的・効率的に実行する
には、取締役会で取り扱うべきテーマへの集中、取
締役会における説明のさらなる効率化が必要である
と認識しました。また、当社グループ各社の一層の
監督機能の強化が必要であると認識しました。

３. �分析および評価を踏まえた今後の課題およびそ 
 の対応

　前述の分析および評価を踏まえ、当社は特に以下
の課題への対応に注力し、取り組んでいきます。

（１）�取締役会における重要テーマへの集中
　取締役会において、注力すべきテーマに議論を
集中し、効果的に取締役会を運営します。前期、
策定に尽力した新中期経営計画を当期より実行し
ていますが、競争状況や市場動向を踏まえた事業
戦略・人材戦略・投資戦略などの重要課題の議論
を継続的に実施します。

（2）�取締役会の効果的・効率的な運営
　取締役会における説明についても、さらに効果的・
効率的に取締役会を運営できるように進めます。

（3）�当社グループ各社の重要業務の執行の監督機
能の充実

　継続的に取締役会における当社グループ各社 
の管理を強化し、監督機能を充実させます。
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取締役（社外）
　当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するべく、多様な知識・経験・能力を有した専門性の高い社外取締役
をバランス良く選任することに努めています。

佐野 鉱一
■ 企業経営
■ 財務会計

　三井化学株式会社において主に財務・経理部門を歴任し、代表取締役副社長を務めるなど、企業経営に
関する幅広い活動経験と豊富な専門知識を有しています。これらの経験と知見を当社の経営に活かし、か
つ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言をいただくこと
により、当社のコーポレートガバナンス強化に資する人材であると判断したため、社外取締役として選任
しています。

土屋 文男
■ 企業経営
■ 業界知識
■ 国際的経験

　日本航空株式会社において、海外拠点、経営企画部門での要職を歴任し、2004年6月に同社取締役
に就任後、常務取締役を経て、2007年6月から同社グループ企業である株式会社ジャルカードにおい
て代表取締役社長を務めるなど、企業経営に関する幅広い活動経験と豊富な専門知識を有しています。
　これらの経験と知見を当社の経営に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、
相当性を確保するための助言・提言をいただくことにより、当社のコーポレートガバナンス強化に資す
る人材であると判断したため、社外取締役として選任しています。

水越 尚子
■ 国際的経験
■ 法務
■ ICT

　弁護士資格を有しており、また、知的財産、ICTおよび国際取引に関する豊富な専門知識と経験を有
しています。
　これらの経験と知見を当社経営に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相
当性を確保するための助言・提言をいただくことにより、当社のコーポレートガバナンス強化に資する
人材です。
　また、同氏は会社経営に関与したことはありませんが、弁護士として企業法務に精通しており、社外
取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断したため、社外取締役として選任してい
ます。

取締役・監査役の選任理由

取締役

桑野 徹

　当社グループ会社の代表取締役社長を経て、2013年6月に当社取締役に就任、2016年6月から当社
代表取締役社長を務めており、当社および当社グループの事業および会社経営に関する豊富な経験と知見
を有しています。
　また、前中期経営計画（2016年3月期～ 2018年3月期）の遂行にあたり、事業持株会社としての
機能を果たすべく尽力するなど、取締役として引き続き新中期経営計画を牽引・推進し、かつ、当社グ
ループの重要事項の決定および経営執行の管理・監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締
役として選任しています。

安達 雅彦

　金融機関および当社グループ会社におけるコーポレート部門の本部長、金融系システム部門の事業本部
長を経て、2018年4月から副社長執行役員を務めています。これらの経験を活かし、新中期経営計画
のコーポレート機能を中心としたグループガバナンス強化の推進と、当社グループの重要事項の決定およ
び経営執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役として選任しています。

岡本 安史

　経営企画部門におけるコーポレート業務に長年携わり、2016年7月から当社専務執行役員として産業
系システムの企画・開発部門の本部長を務めています。これらの経験を活かし、新中期経営計画の推進
と、当社グループの重要事項の決定および経営執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、
取締役として選任しています。

柳井 城作

　当社および当社グループ会社において、主に経営企画部門におけるコーポレート業務に長年携わり、
2011年4月から当社執行役員企画本部長を経て、2016年6月から当社取締役に就任しており、当社お
よび当社グループの事業および会社経営について豊富な経験と知見を有しています。
　これらの経験を活かし、引き続き取締役として、新中期経営計画の推進と、当社グループの重要事項
の決定および経営執行の管理・監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役として選任して
います。

北岡 隆之

　当社の主要グループ会社である株式会社インテックにおいてITインフラ系事業に従事し、2012年4月
からの3年間、当社においてグループ会社の経営管理業務に携わっていました。
　また、2018年4月から株式会社インテックの代表取締役社長に就任するなど、これまでの経験を活か
しグループ運営の視点をもって、また、新中期経営計画の株式会社インテックにおける推進と、当社グ
ループの重要事項の決定および経営執行の管理・監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締
役として選任しています。

新海 章

　新規サービス企画およびマーケティングに関する業務経験を経て、2018年4月から当社の主要グルー
プ会社である株式会社インテックにおいて、取締役副社長執行役員に就任しています。
　これらの経験を活かし、新中期経営計画の推進と、当社グループの重要事項の決定および経営執行の管
理・監督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役として選任しています。
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　当社は、取締役会の監督機能を強化するため、会社法上の要件に加え、東京証券取引所のルール等を参考に、社外取

締役および社外監査役（以下「社外役員」という）の独立性を確保するための判断基準を以下の通り定めています。

1：	� 社外取締役（候補者を含む）においては、会社法第2条第15号（社外取締役の要件）のほか、過去においても当社グ

ループ（注1）の業務執行取締役、支配人その他の使用人であったことが一度もないこと。

2：	� 社外監査役（候補者を含む）においては、会社法第2条第16号（社外監査役の要件）のほか、過去においても当社グ

ループの取締役、支配人その他の使用人であったことが一度もないこと。

3：	� 現事業年度および過去9事業年度において、以下の各項目のいずれにも該当していないこと。

	 Ⅰ.	 当社を主要な取引先とする者（注2）またはその業務執行者

	 Ⅱ.	 当社グループの主要な取引先（注3）またはその業務執行者

	 Ⅲ.	� 当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注4）を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専

門家。なお、これらのものが法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者を含む。

	 Ⅳ.	 当社の主要株主（注5）。なお、当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者を含む。

	 Ⅴ.	 上記（Ⅰ）、（Ⅱ）および（Ⅲ）以外の当社取引先（注6）の業務執行者

	 Ⅵ.	 社外役員の相互就任の関係にある先の出身者

	 Ⅶ.	 当社が寄付を行っている先またはその出身者

4：	� 以下の各項目に該当する者の二親等内の親族ではないこと。

	 Ⅰ.	 前項（Ⅰ）から（Ⅲ）に掲げる者

	 Ⅱ.	 当社子会社の業務執行者

	 Ⅲ.	 当社子会社の業務執行でない取締役（社外監査役に限る。）

	 Ⅳ.	� 最近（現事業年度および過去4事業年度）において上記（Ⅱ）、（Ⅲ）または当社の業務執行者（社外監査役の場合は、

業務執行でない取締役を含む。）に該当していた者

5：	� その他、独立した社外役員としての職務を果たせないと合理的に判断される事由を有していないこと。

	 注1： 「当社グループ」とは、当社および当社の子会社とする。

	 注2： �「当社を主要な取引先とする者」とは、当社に対し商品・役務を提供している取引先であり、当社の支払額が、当該

取引先の１事業年度における売上高の２％以上となる取引先とする。なお、当社のメインバンク（株式会社三菱 

ＵＦＪ銀行）および幹事証券会社（野村證券株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社、ＳＭＢＣ日興

証券株式会社）についても取引金額の多寡にかかわらず、「当社を主要な取引先とする者」とする。

	 注3：「当社グループの主要な取引先」とは、連結総売上高に占める売上比率が2%以上となる取引先とする。

	 注4： 「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が、１事業年度中に1,000万円以上の場合とする。ただし、金

額の多寡にかかわらず、顧問契約等を締結し、定期的に金銭その他の財産を支払うコンサルタント、会計専門家

または法律専門家についてもこれに該当するものとする。

	 注5： 「主要株主」とは、総議決権の10%以上の議決権を直接または間接的に保有する者また保有する企業等とする。

ただし、当社の上位株主（10位程度）についても「主要株主」として扱う。

	 注6： 「当社取引先」とは、１事業年度中の当社との取引が当社単体における売上高の２％以上の場合とする。

　当社は、 社外取締役・社外監査役を含む取締
役・監査役に対して、 就任に際して当社グルー
プの事業・財務・組織等の必要な知識の習得、
取締役・監査役として求められる職務と職責を理

解する機会の提供、 および在任期間中における
これらの継続的な更新を目的に、 個々の取締
役・監査役に適合したトレーニングの機会の提
供・斡旋やその費用の支援を行います。

　当社の社外取締役は3名、 社外監査役は3名 
です。
　当社は、 会社法上の要件および東京証券取引
所の独立性基準を踏まえ「社外役員の独立性に関

する基準」を策定し、 この独立性要件を基準に
独立社外取締役および独立社外監査役を選任して
います。

取締役および監査役のトレーニング方針

社外取締役・社外監査役

＜ご参考＞社外役員の独立性に関する基準
監査役選任理由

安藤 啓

　金融機関への勤務および会社経営における長年の経験により、財務および会計ならびに企業経営に関す
る知見を有しています。
　これらの経験を活かし、当社取締役の業務執行に対する的確かつ公正な監視監督機能を期待できるため
監査役として選任しています。

石井 克彦
　金融機関および当社グループ会社のコーポレート部門の本部長を経て、同社顧問を務めました。これ
らの経験を活かし、当社取締役の業務執行に対する的確かつ公正な監視監督機能を期待できるため監査
役として選任しています。

監査役（社外）
　当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するべく、多様な知識・経験・能力を有した専門性の高い社外監査役
をバランス良く選任することに努めています。

伊藤 大義
■ 企業経営
■ 財務会計

　公認会計士の資格を有しており、財務および会計等に関する専門的な知識およびこれまでの経験を活かし、
当社のグループ監査体制強化に資する人材です。なお、同氏は会社経営に関与したことはありませんが、上記
理由により監査役としての職務を適切に遂行することができると判断し、社外監査役として選任しています。

上田 宗央
■ 企業経営
■ 国際的経験

　企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営に対する総合的な助言を得ること、
および業務執行に対する社外からの監視監督機能を期待し、社外監査役として選任しています。

船越 貞平
■ 業界知識
■ 国際的経験

　三菱商事株式会社における投融資・審査部門や管理部門のマネジメント、IT企業における監査役を務めるな
ど、企業経営に関する豊富な経験・知識を有しており、当社の経営に対する総合的な助言を得ること、および業
務執行に対する社外からの監視監督機能を期待し、社外監査役として選任しています。
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会社における地位 氏名 活動状況

取締役 石垣 禎信
　当事業年度中に開催された取締役会16回のすべてに出席し、業界および企業経営に関
する経験と見識をもとに、議案審議等に際し適宜必要な発言を行っています。

取締役 佐野 鉱一
　当事業年度中に開催された取締役会16回のすべてに出席し、企業経営に関する経験と見
識をもとに、議案審議等に際し適宜必要な発言を行っています。

取締役 土屋 文男
　2017年6月27日就任後に開催された取締役会12回のうち10回に出席し、企業経営に
関する経験と見識をもとに、議案審議等に際し適宜必要な発言を行っています。

監査役 伊藤 大義
　当事業年度中に開催された取締役会16回のうち15回、監査役会13回のすべてに出席
し、公認会計士としての専門的見地から、議案審議等に際し適宜必要な発言を行っています。

監査役 上田 宗央
　当事業年度中に開催された取締役会16回のうち15回、監査役会13回のすべてに出
席し、会社経営における経験と見識をもとに、議案審議等に際し適宜必要な発言を行って
います。

監査役 船越 貞平
　当事業年度中に開催された取締役会16回、監査役会13回のすべてに出席し、会社経
営における経験と見識をもとに、議案審議等に際し適宜必要な発言を行っています。

（注）取締役　石垣 禎信は、2018年6月26日開催の第10期定時株主総会終結の時をもって任期満了により、退任いたしました。

区分 報酬額の総額
基準額の種類別総額 対象となる 

役員の員数基準報酬 業績連動報酬

取締役（社外取締役を除く） 204百万円 159百万円 44百万円 4名

監査役（社外監査役を除く）   41百万円   41百万円 ー 2名

社外役員   50百万円   50百万円 ー 7名

注1：	�当社は役員退職慰労金制度を導入しておらず、また賞与の支給はありません。
注2：	�当事業年度については、使用人兼務取締役の使用人分給与はありません。
注3：	�当事業年度末現在の社外取締役を除く取締役は７名です。なお、上記取締役の員数と相違しているのは、無報酬の取締役３名が存

在しているためです。
注4：	�上記には、2017年６月27日開催の第９期定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名を含んでいます。

社外取締役・社外監査役　主な活動状況（2018年3月期）

　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会
社法第427条第1項の規定に基づき、 同法第
423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しています。

　なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、 同法第425条第1項の最低責任限度額とし
ています。

　株主との対話は、 コーポレートコミュニケー
ション部門が代表取締役社長、担当取締役、担当
執行役員等と対応方法を検討し適切に対応するこ

とにより、株主の意見が取締役会全体に共有され
るよう努めます。

１. 政策保有株式の取得・保有に関する方針
　当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業
価値の向上に資するため、取引先との長期的・安
定的な関係の構築や、営業推進などを目的として
必要と判断した場合に限り、その企業の株式を保
有する方針としています。毎年、定期的に主要な
政策保有株式について当社の持続的な成長と中長
期的な企業価値の向上に資することを検証してい
ます。

２. 政策保有株式に係る議決権行使の方針
　保有上場株式の議決権の行使については、当社
の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資
するものであるか否か、ならびに投資先の株主共
同の利益に資するものであるかなどを総合的に判
断の上、適切に行使します。

　当社は、報酬決定のプロセスの客観性および透
明性を確保し、コーポーレートガバナンス体制の
一層の強化を図るため、取締役会の諮問機関とし
て、独立社外取締役を主要な構成員とする任意の
報酬委員会を設置しています。
　役員の報酬は、会社業績指標に連動した報酬制
度の導入により、業績向上のインセンティブを強化
することを基本方針とし、報酬委員会の審議、答申
を踏まえ、取締役会の決議により決定しています。
　当社の取締役に対する報酬は、基準報酬、業績
連動報酬で構成し、基準報酬は役位ごとの役割の
大きさや責任の範囲に基づき支給し、業績連動報
酬は毎年度の経営計画に基づき定めた会社業績指

標に対する達成度に連動して、基準報酬額に対し
役位ごとに定められた上限（最大30％）の範囲
内で支給することとしています。
　社外取締役に対する報酬は、基準報酬のみで構
成され業績連動報酬は支給していません。
　また、監査役に対する報酬は監査役の協議で決
定しており、高い独立性確保の観点から業績との
連動は行わず、基準報酬のみを支給することとし
ています。
　加えて、取締役（社外取締役を除く）について
は、中長期の業績を反映させる観点から、役位お
よび報酬額から算定された拠出額に基づき、役員
持株会を通じて一律に当社株式を取得するルール

責任限定契約の内容の概要
株主との建設的な対話

政策保有株式

役員報酬等の総額（2018年3月期）

役員報酬等の決定に関する方針の概要

　当社は、買収防衛策を導入していません。

買収防衛策

としており、取得した株式は株主の皆様と価値を
共有することを目的として、在任期間中、そのす
べてを保有することとしています。
　なお、中長期的な業績向上と企業価値増大への
貢献意識を高め、株主の皆様と利害を共有するこ

とを目的として、当社の取締役、執行役員および
エグゼクティブフェロー（社外取締役、非業務執
行取締役および国内非居住者を除く）を対象とす
る業績連動型株式報酬制度を2019年3月期から
導入しています。
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　当社は、2016年６月24日開催の取締役会において、2016年７月１日に実施した完全子会社TIS株
式会社の吸収合併に伴い、「内部統制システムに関する基本方針」を改定しました。同基本方針の改定は
当社の事業持株会社化を受けたマネジメント体制の変更を反映したものであり、新たな基本方針に基づ
き内部統制システムの整備・運用を行っています。
　具体的には、｢グループ経営理念｣および｢グループＣＳＲ基本方針｣を制定し、これに沿ってグループ
会社の経営管理、コンプライアンス、リスク管理、内部監査等の体制を含む当社グループ全体の内部統制
システムを整備することにより業務の適正を確保するとともに、企業価値の向上を実現すべく改善に努
めています。

　当社の機関および内部統制は次の通りです。

グループ内部統制委員会
　グループ内部統制委員会において、以下の４つの観点でグループ全体の内部統制に係る課題の確認、
改善施策の進捗状況の評価等を実施しています。

コンプライアンス
　コンプライアンス規程に基づき、グループ全体のコンプライアンス上の重要な問題を審議し、再発防止
策の決定、防止策の推進状況管理などを通じて、グループ全体への浸透を図っています。
　また、違法行為を未然防止するとともに、違法行為を早期に発見是正する施策としてグループ内部通
報制度を導入し通報・相談窓口を設置して、グループ全体の法令遵守意識を高めています。

リスク管理
　リスク管理規程に基づき、グループ全体のリスクをハザードリスク、オペレーショナルリスク、財務リ
スク、戦略リスクに分類し、それらのリスクの管理体制・危機発生の際の責任体制などについて定めてい
ます。
　また、当社およびグループ全体にグループ全体のリスク管理方針を策定し、リスクの把握、リスク低減
策の推進、リスク対策実施状況の確認等を行っています。

情報セキュリティ
　グループ情報セキュリティ推進規程に基づき、グループ全体の情報セキュリティ管理レベルの確認、評
価、改善施策の推進を図るとともに、情報セキュリティに関する問題発生時には調査委員会を設置し、原
因究明、対策の実施、再発防止策の推進等を含む問題解決に向けた責任体制などについて定めています。

内部統制システム整備・運用状況評価
　内部統制システムに関する基本方針および各種規程等に基づき、グループ全体の内部統制の維持・向上
に係る各種施策の推進を図るとともに、内部統制システムの整備および運用状況のモニタリングを実施し、
グループ内部統制委員会にて審議の上、取締役会に審議結果を報告するプロセスを整備しています。取締
役会への報告を踏まえ、グループ全体の内部統制システムの強化および改善に取り組んでいます。

内部統制システムの整備の状況およびリスク管理体制の整備状況

　当社グループの事業(経営成績および財政状態)に重大な影

響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがありま

す。なお、文中における将来に関する事項は2018年6月27日

現在において当社が判断したものです。

(1) 価格競争、競争激化について

　情報サービス産業では事業者間の競争が激しく、他業種から

の新規参入等も進んでいることから、価格競争が激化する可能

性があります。当社グループでは、提供するサービスの高付加

価値化等により競合他社との差別化を図るとともに、生産性向

上にも取り組んでいます。しかしながら、想定を超える価格競

争が発生した場合には、当社グループの事業および業績等に影

響が生じる可能性があります。

(2) 法制度、コンプライアンスについて

　当社グループは、国内外の法令や規制の適用のもとに、各種

事業活動を展開しています。これらの展開にあたっては、当社

グループはグループＣＳＲ基本方針に基づき、コンプライアンス

体制を構築し、法令遵守の徹底に取り組んでいます。しかしな

がら、法令違反等が発生した場合、また新たな法規制が追加さ

れた場合には、当社グループの事業および業績に影響を受ける

可能性があります。

(3) 海外事業について

　当社グループは成長戦略の一環として、ＡＳＥＡＮを中心とし

た海外事業の拡大を進めています。海外事業は、グローバル経

済や為替などの動向、投資や競争などに関する法的規制、商習

慣、労使関係など、様々な要因の影響を受ける可能性がありま

す。海外事業のリスク管理は、現地のグループ会社や拠点が当

社主幹組織と連携し、状況の的確な把握と速やかな対策の協議

等、管理体制の向上に取り組んでいます。しかしながら、これ

らのリスクが予期しない形で顕在化した場合は、当社グループ

の事業および業績等に影響が生じる可能性があります。

(4) システム開発について

　当社グループは顧客企業の各種情報システムや受託開発業

務を行っています。業務の推進にあたっては、品質マネジメント

システムに基づき、専任組織による提案審査やプロジェクト工程

に応じたレビューを徹底し、継続的な品質管理の高度化や生産

性の向上に取り組むとともに、階層別教育を充実化することで

管理能力や技術力の向上を図っています。また、グループ生産

革新委員会を通じ、品質強化および生産革新の施策をグループ

全体で徹底しています。しかしながら、システム開発が高度化・

複雑化・短納期化する中、顧客の要件変更への対応等によって

計画通りの品質を確保できない場合や開発期間内に完了しな

い場合、プロジェクト完遂のための追加対応に伴って費用が想

定を大きく上回る可能性があります。また、システム開発にあ

たっては、生産能力の確保、生産効率化、技術力活用等のため

に多くの会社に業務の一部を委託しています。国内外で優良な

協力会社の確保等に努めていますが、生産性や品質が期待に満

たない場合には円滑なプロジェクト運営が実現できなくなる等

により、当社グループの事業および業績等に影響が生じる可能

性があります。

(5) システム運用について

　当社グループはデータセンター等の大型ＩＴ設備を用いて、

24時間365日稼働のアウトソーシング事業やクラウドサービ

ス等を行っています。その事業展開にあたっては、初期の設備

投資から、安定的に維持、運用するための継続的な設備投資ま

で多額の資金を要します。事業計画の進捗を管理し、資金回収

を行っていますが、想定を超える需要の低迷等により、稼働状

況が著しく低水準で推移した場合は、業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。また、システム運用業務においては、品質マ

ネジメントシステムに基づき、継続的な運用品質の改善を行って

いますが、オペレーション上の人的ミスや機器・設備の故障等に

よって障害が発生し、顧客と合意した水準でのサービスの提供

が実現できない場合、当社グループの事業および業績等に影響

が生じる可能性があります。

事業等のリスク
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(6) 投資について

　当社グループでは事業伸長や先端技術の獲得を目的にベン

チャーを含む国内外の企業への出資やサービス開発のためのソ

フトウェア投資を行っています。投資の決定にあたっては事業計

画に基づき、十分な検討を行い、実行後も定期的な事業計画の

進捗確認を実施しています。しかしながら、事業環境の予期せ

ぬ変化等により、計画した成果が得られず、当社グループの業

績に影響が生じる可能性があります。

(7) 情報セキュリティについて

　当社グループでは、システム開発から運用段階に至るまで、

顧客企業が有する個人情報や顧客企業のシステム技術情報等

の各種機密情報を知りうる場合があります。ＴＩＳインテックグ

ループ情報セキュリティ方針に基づき、情報の適切な管理に努

めていますが、コンピュータウィルス、不正アクセス等の理由に

より、これらの機密情報の漏洩や改竄などが発生した場合、顧

客企業等から損害賠償請求や当社グループの信用失墜の事態

を招き、当社グループの事業および業績等に影響が生じる可能

性があります。

(8) 人材について

　当社グループの事業は人材に大きく依存しており、顧客に専

門的で高付加価値を提供する優秀な人材の確保、育成に大きく

影響されます。当社グループでは多様な人材が活躍できる風

土、人事制度、オフィス環境の整備等を通じて優秀な人材の確

保に努めるとともに、資格取得支援、研修制度の体系化のほか、

教育日数を目標化する等、人材の育成に注力しています。しか

しながら、優秀な人材の確保、育成が想定通りに進まない場合

は、当社グループの事業および業績等に影響が生じる可能性が

あります。

(9) 技術革新について

　情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれに伴う

市場ニーズの変化に迅速に対応することが求められます。当社

グループでは情報技術や生産、開発技術等の調査、研究を不断

に進め、その対応を強化しています。しかしながら、広範な領

域において、技術革新が急速に進展し、その対応が適切でな

かった場合は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

(10) 知的財産権について

　当社グループが事業を遂行する上で、必要となる技術やビジ

ネスモデルについて、特許権を出願し取得するとともに、国内

外において各種の商標を登録しています。一方で当社グループ

では第三者に対する知的財産権を侵害することがないように常

に注意を払い事業活動を行っていますが、当社グループの事業

が他社の知的財産権を侵害したとして、損害賠償請求を受ける

可能性があります。いずれの場合も、当社グループの事業およ

び業績等に影響が生じる可能性があります。

(11) 自然災害について

　当社グループでは、データセンター等の大型ＩＴ設備を用い

て、アウトソーシング事業やクラウドサービスを行っています。

データセンターの施設は各種災害に対して、様々な設備環境を

整備しています。しかし、想定を超える長期の停電や大規模自

然災害、国際紛争、テロおよび重大な犯罪行為等により、デー

タセンターの円滑な稼働が阻害されるような事態が発生した場

合は、当社グループの事業および業績等に影響が生じる可能性

があります。

(12) 保有有価証券について

　当社グループでは、取引先との長期的・安定的な関係の構築

や営業推進などを目的として株式を、また資金運用を目的とし

て債券を保有しています。これらの有価証券については、発行

体の財政状態や業績動向、格付状況などを把握し安全性を十分

確認していますが、株式相場の著しい変動などが生じた場合、会

計上の損失等、当社グループの事業および業績等に影響が生じ

る可能性があります。

（単位：百万円）

2011年 
3月期

2012年 
3月期

2013年 
3月期

2014年 
3月期

2015年 
3月期

2016年 
3月期

2017年 
3月期

2018年 
3月期

売上高 323,173 327,417 337,834 346,647 361,025 382,689 393,398 405,648

売上原価 261,145 266,159 276,935 283,881 294,927 312,153 317,440 321,286

売上総利益 62,027 61,258 60,899 62,766 66,097 70,535 75,958 84,362

販売費及び一般管理費 49,209 45,636 42,727 43,255 44,976 46,099 48,938 51,618

営業利益 12,818 15,621 18,171 19,510 21,121 24,436 27,019 32,743

経常利益 12,625 15,393 17,440 18,971 21,251 24,521 27,092 32,795

親会社株主に帰属する当期純利益 5,985 2,135 5,868 7,913 10,275 12,678 16,306 20,620

流動資産 128,455 142,442 138,219 143,519 140,450 166,666 152,162 168,670

固定資産 172,620 167,560 164,083 170,091 205,401 169,828 185,459 200,833

総資産 301,076 310,003 302,302 313,610 345,851 336,495 337,622 369,504

流動負債 73,090 83,065 91,063 72,790 77,666 91,508 78,676 81,312

固定負債 76,875 75,972 53,079 76,316 79,395 64,447 59,743 61,893

負債合計 149,965 159,038 144,143 149,107 157,062 155,955 138,420 143,205

純資産 151,110 150,965 158,159 164,502 188,789 180,539 199,202 226,298

負債・純資産合計 301,076 310,003 302,302 313,610 345,851 336,495 337,622 369,504

有利子負債 77,454 76,515 60,550 58,869 52,115 46,158 35,144 32,876

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,236 23,658 21,515 25,770 22,938 25,496 18,952 36,386

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,957 △15,158 △14,391 △5,334 △17,744 8,688 △23,488 △14,202

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,755 △4,230 △19,883 △5,872 △19,067 △14,979 △18,327 △10,543

現金及び現金同等物期末残高 36,492 41,119 28,433 43,142 29,485 48,651 25,730 37,545

フリー・キャッシュ・フロー 8,279 8,500 7,124 20,436 5,194 34,184 △4,536 22,184

設備投資額 18,325 14,096 12,287 12,544 16,873 14,210 15,159 16,907

減価償却費 12,308 12,745 12,920 12,454 12,809 11,952 11,801 12,572

研究開発費 1,062 962 1,002 853 1,097 1,086 1,178 996

のれん償却額 1,901 1,882 1,741 1,166 1,052 339 326 289

期末のれん残高 5,551 3,672 1,914 830 2,021 1,393 1,332 1,118

1株当たり当期純利益（円） 68.19 24.33 66.86 90.16 117.40 145.22 189.02 241.44

潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円） — 24.33 66.83 90.12 — — — —

1株当たり年間配当金 (円） 32.00 18.00 21.00 25.00 30.00 33.00 36.00 40.00

配当性向 (%) 46.9% 74.0% 31.4% 27.7% 25.6% 22.7% 19.0% 16.6%

1株当たり純資産 (円) 1,636.56 1,636.72 1,714.88 1,782.23 2,108.19 2,031.07 2,265.76 2,602.07

有利子負債比率 (%) 25.7% 24.7% 20.0% 18.8% 15.1% 13.7% 10.4% 8.9%

自己資本比率 (%) 47.7% 46.3% 49.8% 49.9% 53.3% 52.5% 57.8% 60.0%

自己資本当期純利益率 (ROE) (%) 4.2% 1.5% 3.9% 5.1% 6.0% 7.0% 8.8% 9.9%

総資産経常利益率 (ROA) (%) 4.1% 5.0% 5.7% 6.2% 6.4% 7.2% 8.0% 9.3%

期末従業員数（人） 20,831 20,347 19,553 19,081 19,090 19,393 19,843 19,877

新卒採用数（人） 928 649 356 455 620 688 674 712

キャリア採用数（人） 370 450 379 549 499 687 575 840

注	1.	有利子負債は借入金と社債を合計したものです。
	 2.	フリー・キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したものです。

連結財務サマリー
TIS株式会社および連結グループ企業
各年３月期および3月31日現在
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